
標準例‐３ 入札説明書例（維持管理役務 簡易公募型プロポーザル方式） 

 
●●業務説明書 

 

１ 手続開始の公告日  令和○○年○○月○○日 

 

２ 契約責任者  西日本高速道路株式会社 ○○支社長  ○○ ○○ 

 

３ 担当部署   西日本高速道路株式会社○○支社 総務企画部経理課 

〒○○○－○○○○ ○○県○○市○○町○－○－○ 

電話 ○○○○―○○―○○○○ 

FAX ○○○○―○○―○○○○ 

 

４ 業務概要 

（１）業務名   ●●業務 

（２）履行箇所  自）○○県○○市○○町 

         至）○○県○○市○○町 

（３）業務内容  本業務は、●●を行うものである。 

         
（４）履行期間   【「履行期間」とすることも可】 

         令和○年○月○日 【上記で「履行期間」とした場合：○○○日間】 

【配置開始期限を設定した場合に以下を記載】 

なお、本業務は、受注者が令和●●年●●月●●日までの任意の日に

管理技術者及び管理員を配置できる業務である。 

（５）次年度以降の取り扱い   

本業務は、次年度以降も行う場合がある。次年度の業務の実施にあたっては、発注者

が行う本業務の業績評価及び、発注者が提示する次年度の工事計画等に対して受注者

が作成する業務執行体制を勘案し、本業務の実施者と随意契約をする場合がある。     

 

５ 公募型プロポーザル方式に関する事項 

公募型プロポーザル方式とは、参加希望者に本手続への参加の希望を表明する参加表

明書を提出させることにより、参加希望者に係る技術的適性の審査を行って技術提案を

行わせる者を選定し、次いで、選定された者に特定テーマに係る技術提案を記載した技術

提案書を提出させ、当該技術提案を評価し、会社にとって最も有利な提案を行った者を見

積者として特定する手続である。調査、検討及び設計業務における具体的な取り組み方法

について提案を求められるものであり、成果の一部の提出を求めるものではない。なお、



本説明書において記載された事項以外の内容を含む技術提案書については、提案を無効

とする場合があるので注意すること。 

 

６ 技術提案書の提出者に要求される資格及び技術提案書の提出者を選定するための基準 

（１）技術提案書の提出者に要求される資格 

① 西日本高速道路株式会社契約規程実施細則（平成１７年細則第７号）第６条の規定

に該当しない者であること。 

② 西日本高速道路株式会社における平成○・○年度調査等競争参加資格（○○）の認

定を受けている者であること。 

③ 参加表明書の提出期限の日（提出期限の日を含む。）から契約の相手方を決定する

日（決定する日を含む。）までの期間に、「西日本高速道路株式会社入札参加資格停止

等事務処理要領（平成１７年要領第９６号）」に基づき、「地域●（●県、●県及び●

県）」において、入札参加資格停止を受けていないこと。 

④ 警察当局から、暴力団員等が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとし

て、公共工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

⑤ 競争に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこ

と。 

    ①以下のいずれかの場合に該当する資本関係 

     Ⅰ）子会社等（会社法（平成 17年法律第 86 号）第２条第３号の２に規定する子

会社等をいう。以下同じ。）と親会社等（同条第４号の２に規定する親会社

等をいう。以下同じ。）の関係にある場合。 

Ⅱ）親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合。 

②以下のいずれかの場合に該当する人的関係 

 Ⅰ）一方の会社等（会社法施行規則（平成１８年法務省令第１２号）第２条第３

項第２号に規定する会社等をいう。以下同じ。）の役員（会社法施行規則第

２条第３項第３号に規定する役員のうち、次に掲げるものをいう。以下同じ。）

が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合。ただし、会社等の一方が会

社更生法に基づく更生会社又は民事再生法に基づき再生手続きが存続中の

会社等である場合を除く。 

   株式会社の取締役。ただし、次に掲げるものを除く。 

    a)会社法第２条第１１号の２に規定する監査等委員会設置会社における

監査等委員である取締役 

    b)会社法第２条第１２号に規定する指名委員会等設置会社における取締 

     役 

    c)会社法第２条第１５号に規定する社外取締役 

    d)会社法第３４８条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合によ

り業務を執行しないこととされている取締役 

   会社法第４０２条に規定する指名委員会等設置会社の執行役 

   会社法第５７５条第１項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合同

会社をいう。）の社員（同法第５９０条第１項に規定する定款に別段

の定めがある場合により業務を執行しないこととされている社員を

除く。） 



   組合の理事 

   その他業務を執行する者であって、からまでに掲げる者に準ずる者 

 Ⅱ）一方の会社等の役員が、他方の会社等の会社更生法第６７条第１項又は民事

再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場

合。 

 Ⅲ）一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合。 

③以下のいずれかの場合に該当する入札の適正さが阻害されると認められる関係 

 Ⅰ）組合（共同企業体を含む。）とその構成員が同一の入札に参加している場合。 

Ⅱ）その他上記①又は②と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められ

る場合。 

 

（２）技術提案書の提出者を選定するための基準 

技術提案書の提出者を選定するための基準は別表のとおりとし、３～５者程度を選定

する。ただし、同評価の提出者が５者を超えて存在する場合にはこの限りではない。な

お、技術提案書の提出者として選定した者には、技術提案書の提出者の選定通知書及び

技術提案書の提出要請書をもって通知する。 

 

７ 参加表明書の提出等 

（１）本業務の手続に参加を希望する者は、以下に従い参加表明書を提出しなければならな

い。 

① 提出方法 ：持参又は郵送（書留郵便若しくは信書便に限る。以下同じ。）により行

うものとする。 

② 提出先  ：上記３に同じ。 

③ 受領期限 ：令和○年○月○日（○）午後○○時まで 

（２）参加表明書の作成方法 

参加表明書の様式は、様式－１～７に示されるとおりとし、Ａ４判○枚以内とする。

なお、文字サイズは 10ポイント以上とする。 

（３）業務実施上の条件 

① 企業に必要とされる同種又は類似業務の実績 

当該業務に参加希望する企業は、下記に示される同種業務又は類似業務に１件以上の

実績を有さなければならない。 

 平成○年度【○は当該年度の前年度から起算して 15年前の年度を標準とする。】以

降に完了した業務とする。 

 同種業務：会社として受注した日本道路公団の施工（調査等）管理業務（土木）又

は西日本高速道路会社、中日本高速道路会社、東日本高速道路会社の施工

管理業務（土木） 

類似業務：会社として受注した同種業務以外の道路会社※及び国土交通省が発注す

る発注者支援業務等（土木）（積算技術、工事監督支援、設計積算資料整

理業務） 



※ 首都高速道路会社、阪神高速道路会社、本州四国連絡高速道路会社と

それぞれの前身の旧公団 

② 配置予定技術者等に対する要件は以下のとおりとする。 

  １）管理技術者：以下に掲げる要件をすべて満たす者。 

ａ）当社の管理員資格「管理員Ⅱ」以上の格を有する者 

ｂ）「管理員Ⅲ」以上の格として、旧日本道路公団、西日本高速道路株式会社、中

日本高速道路株式会社又は東日本高速道路株式会社が発注した施工（調査等）

管理業務（土木）【業務内容に応じて修正】の実務経験を１年以上有する者。 

２）配置予定技術者に必要とされる同種業務の実績 

管理技術者は、以下に示される「同種業務」について、平成○○【○は当該年度の

前年度から起算して 15 年前の年度を標準とする。】年度以降に完了した業務におい

て、１件以上の実績を有しなければならない。なお、現在契約中の業務は実績とし

て記載できない。 

同種業務：「管理員Ⅲ」以上の格として１年以上従事した、旧日本道路公団、西日

本高速道路会社、中日本高速道路会社又は東日本高速道路会社の施工

（調査等）管理業務（土木）【業務内容に応じて修正】 

３）管理員：当社の管理員資格「管理員Ⅰ」、「管理員Ⅱ」、「管理員Ⅲ」又は「管理員補

助」の格を有する者。 
 【配置開始期限を設定していない場合】 

令和●●年●●月～令和●●年●●月の間、●人程度、 
令和●●年●●月～令和●●年●●月の間、●人程度を想定している。 
業務の実施において必要となる配置人数及び格については、受注者側にて判断す

ること。当社にて業務実施体制の妥当性を確認した場合は、受注者から提出のあった

配置人数及び格を積算に反映する。なお、妥当性が確認できない場合は、ヒアリング

を行う。 
 

【配置開始期限を設定している場合】 
配置開始期限～令和●●年●●月の間、●人程度、 
令和●●年●●月～令和●●年●●月の間、●人程度を想定している。 
 業務の実施において必要となる配置人数、格及び現場への配置開始日については、

受注者側にて判断すること。ただし、令和●●年●●月●●日までに配置しなければ

ならない。当社にて業務実施体制の妥当性を確認した場合は、受注者から提出のあっ

た配置人数及び格を積算に反映する。なお、妥当性が確認できない場合は、ヒアリン

グを行う。 
 

４）事務員は、令和●●年●●月～令和●●年●●月の間、●人程度を想定している。



【資格を有しない者を置いてよい場合に記載】 
業務の実施において必要となる配置人数及び格については、受注者側にて判断す

ること。当社にて業務実施体制の妥当性を確認した場合は、受注者から提出のあっ

た配置人数を積算に反映する。なお、妥当性が確認できない場合は、ヒアリングを

行う。 

（４）上記（３）の同種業務の実績及び配置予定技術者の業務の経験については、我が国及

び WTO 政府調達協定締約国その他建設市場が開放的であると認められる国等以外の国

又は地域に主たる営業所を有する建設コンサルタント等にあっては、我が国における同

種又は類似業務の実績をもって判断するものとする。 

（５）参加表明書の内容の記載上の留意事項 

記載事項 内容に関する留意事項 

同種又は類似業務の実績 ・会社が過去に請け負った主な業務について記載する。 

・記載する業務は、平成○年度以降に完了した業務とする。 

【○は、当該年度の前年度から起算して 15 年前の年度を標準とする。】 

・記載する業務は、上記（３）① に示される同種又は類似業務とし、

記載件数の上限は○件とする。 

【件数を評価する場合に記載】 

・記載する業務は、（３）①に示される同種又は類似業務とし、同種業

務を優先に○件までとする。 

【○は、３件を標準とし、業務内容に応じ、適宜設定する。】 

・現在契約中の業務は実績として記載できない。 

・記載様式は様式－２とする。 

当該業務の実施体制 ・配置予定の管理技術者・管理員・事務員・管理用自動車の配置人員（台

数）、各管理員の格、配置期間等について記載する。 

・業務実施体制資料の作成に関する留意事項については、上記７（３）

②のとおり。 

・本店・支店等が管理技術者、管理員をいかに支援するかを評価する。 

・記載様式は様式－３とする。 

・管理員として若手の技術系社員を配置する場合は様式に従い記載す

る。なお、若手とは参加表明書提出期限時において満３５歳以下の者を

いう。また、技術系社員とは、２級土木施工管理技士の指定学科を卒業

した者又は、指定学科以外で実務経験３年以上を有する者をいう。 

【モバイル端末における技術基準管理システムの利用の試行対象の場合】 

・業務の実施において、保有するモバイル端末（ios に限定）から技術

基準管理システムの一部データが閲覧可能となるシステムを有料（１，



０６０円／月・１台）（税抜）で提供を受けることができるものとする。

（利用を強制するものではない。） 

本業務履行に際し、受注者が当該システムの利用を必要と判断する

場合においては、様式―３－２における「モバイルによる技術基準管理

システムの利用」として必要な台数を記載し申請することで、契約時の

特記仕様書に明記するものとし、当該特記仕様書に基づき当社から請

求するものとする。 

 利用にあたっては、様式３－１補足資料の「施工管理業務におけるモ

バイルによる技術基準管理システム利用申請方法」のとおり、下記１３

に示す特定された旨の書類を受領後、遅滞なく申請するものとする。 

配置予定技術者の資格、

経歴等 

・配置予定の管理技術者について、経歴等を記載する。 

・記載様式は様式－４とする。 

配置予定技術者の業務実

績 

・配置予定技術者が過去に従事した主な「同種業務」の実績について記

載する。 

・記載する業務は、平成○○年度以降完了した業務とする。 

【○は当該年度の前年度から起算して１５年前の年度を標準とする。】 

・記載する業務は、上記（３）②２）に示される同種業務とし、記

載件数の上限は●件とする。 

【件数を評価する場合は以下を記載する】 

・記載する業務は、上記（３）②２）に示される同種業務とし、○件ま

でとする。 

【○は、３件を標準とし、業務内容に応じ、適宜設定する。】 

・現在契約中の業務は実績として記載できない。 

・記載様式は様式－５とする。 

管理技術者の業務成績 ・配置予定の管理技術者が過去に従事した全ての設計業務に関する「同

種業務」の成績について記載する。  

・記載する業務は、ＮＥＸＣＯ東日本、中日本及び西日本の発注した業

務のうち、平成○年度以降に完了した業務とする。【○は当該年度の

前年度から起算して４年前の年度を標準とする。】 

・記載する業務は、上記７（３）② ２）に示される同種業務とする  

・参加表明書の提出者以外が契約した業務を記載する場合は、当該業務

を契約した企業名等を記載すること。  

・記載様式は様式－６とする。 

直接的雇用関係に関する

要件を確認する書類 

・配置予定の管理技術者について、本業務の履行期間中、受注者と

直接的雇用関係にあることを証明すること。 

・ 記載様式は、様式－７とする。 



・ なお、履行開始時に「直接的に雇用」を確認できる資料として「保

険者番号及び被保険者等記号・番号をマスキングした健康保険被保険

者証の写し」、「健康保険被保険者標準報酬決定通知書の写し」等を管

理技術者届に添付し提出すること。 

管理技術者の業務経験 ・下表の工種について平成○年度以降に同種業務の経験を有する場合

は、該当する業務段階毎に業務件名等を記載する。なお、工事段階につ

いて、記載できる業務は、概ね半年以上の業務経験を有するものとす

る。【○は当該年度の前年度から起算して１５年前の年度を標準とす

る。】 

評価する工種 業務段階 備 考 

一般土工 

トンネル 

橋梁下部工 

舗装 

橋梁上部工 

等 

協議段階 詳細設計前の設計協議や行政協議の

段階 

設計段階 土工・橋梁下部工・トンネル・舗装の

詳細設計、橋梁上部工の基本設計の

段階 

発注段階 施工計画、積算段階で、施工計画のた

めの協議等も含む 

工事段階 工事着工の協議から工事の品質・工

程管理等の監督業務 

・現在契約中の業務は実績として記載できない。 

・記載様式は様式－８とする。 

 

（６）参加表明書に添付する書類 

①契約書類の写し 

同種又は類似の業務の実績として記載した業務内容を把握できる契約書類の写し

を提出すること。ただし、当該業務が、財団法人日本建設情報総合センターの「測量

調査設計業務実績情報サービス（ＴＥＣＲＩＳ）」に登録されている場合は、契約書

類の写しを提出する必要はない。 

②成績評定通知書の写し 

配置予定技術者が従事した同種又は類似の業務として記載した業務の成績を把握

できる成績評定通知書の写しを提出すること。 

  ③上記４（４）に既定する本業務における履行期間中における管理技術者及びとの直接

的な雇用関係が確認できる書類）（様式－５－３）を提出すること。 

※ 直接的な雇用関係とは、本業務の履行期間中、「受注者」または「受注者の連結子

会社」との雇用関係があるものをいう。（連結子会社とは連結の範囲に含められる子

会社をいう。） 



＜子会社の判定基準＞ 

① 会社の議決権の過半数を実質的に所有している場合。 

② 会社に対する議決権の所有割合が５０％以下であっても高い比率の議決権

を有しており、株主総会において議決権の過半数を継続的に占めることがで

きると認められる場合。 

③ 重要な財務及び営業の方針決定を支配する契約等が存在する場合。 

 

８ 非選定理由の説明 

（１）参加表明書を提出した者のうち、技術提案書の提出者として選定されなかった者に対

しては、選定されなかった旨とその理由（非選定理由）を書面（非選定通知書）により

通知する。 

（２）上記（１）の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して５日（休日を含ま

ない。）以内に、書面（様式は自由）により、非選定理由について説明を求めることがで

きる。 

（３）上記（２）の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して５日以内

（休日を含む。）に書面により行う。 

（４）非選定理由の説明書請求の受付場所及び受付時間は以下のとおりである。 

①受付場所：上記３に同じ 

②受付時間：午前○時から午後○時まで 

 

９ 説明書に関する質問の受付及び回答 

（１）質問は、文書（様式自由、ただし規格はＡ４判）を持参又は郵送により受け付ける。

なお、文書には回答を受ける窓口担当の部署、氏名、電話及びＦＡＸ番号を併記するも

のとする。 

① 質問の受付先 ：上記３に同じ 

② 質問の受付期間：令和○年○月○日（○）から令和○年○月○日（○）まで 

持参する場合は、上記期間の土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、

午前○時から午後○時まで【期間は、説明書交付の日の翌日から技

術提案書の受領期限の日の前から起算して８日前までとする。（休

日を含む）】 

（２）（１）より質問書の提出があった場合は、その質問に対して速やかに書面により回答

するものとする。なお、質問及び回答内容は下記のとおり閲覧に供するとともに、技術

提案書を提出させる者を選定するまでは参加表明書を提出した者に、技術提案書を提出

させる者を選定した後は技術提案書を提出させる者として選定した者に電送するもの

とする。 

① 閲覧場所：上記３に同じ。 



② 閲覧期間：回答の翌日から技術提案書の受領期限の日の前日までの土曜日、日曜日

及び休日を除く毎日、午前○時から午後○時まで。 

 

１０ 技術提案書の提出等 

（１）本業務の見積に参加を希望する者は、以下に従い技術提案書を提出しなければならな

い。 

① 提出方法：持参又は郵送。 

② 提出先 ：上記３に同じ。 

③ 受領期限：令和○年○月○日（○）午後○○時まで 

（２）技術提案書の作成方法 

技術提案書の様式は、様式－８、９に示されるとおりとし、Ａ４判○枚以内とする。

なお、文字サイズは 10ポイント以上とする。 

【説明会を開催する場合は以下の（３）を記載する】 

（３）技術提案書の作成に関する説明会 

① 実施場所：○○支社○階○○会議室 

② 実施日時：令和○年○月○日 

（４）業務量の目安  

本業務の参考業務規模は、○○円程度（税込）を想定している。【○○は、１００万円

単位以上かつ有効数字２桁以下の概数を示すこと。】 

（５）技術提案書の内容の記載上の留意事項 

記載事項 

【発注業務の内容に応じて①

～⑤の項目を加除、修正し

て作成すること】 

内容に関する留意事項 

特
定
テーマ

 

①管理技術者が全体

工事を把握するため

の取り組み 

・技術提案の評価は、的確性（問題点の抽出とそれに伴う解決方

法）、実現性（業務の確実性と継続性）、独創性等を考慮して評

価する。 

・記載様式は様式－９とする。 

②工事等に関する内

業における資料作成

を迅速に行うための

取り組み 

③工事等に関する外

業における施工管理

の的確性・効率性に

むけた取り組み 

④NEXCO 社員と管理

技術者とのコミュニ

ケーション（意思疎

通）の提案 

⑤情報セキュリティ

に関する提案  



⑥ 

 

【発注業務の内容に応じて設定する】 

 

参考見積 

・技術提案書に記載された技術等の内容を反映した場合におけ

る、本業務の請負代金額の見積（項目ごとの内訳がわかるも

の）を提出すること。ただし、見積金額の上限は（４）に示

す金額とする。 

・記載様式は様式－１０とする。 

（６）作成に用いる言語 

書類の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法によ

るものとする。 

（７）技術提案書の無効 

提出書類について、この書面及び別添の書式に示された条件に適合しない場合は無効

とすることがある。 

（８）参考見積の取扱 

記載された参考見積の金額は、技術評価の対象とはしない。 

（９）既存資料の閲覧 

技術提案書の作成にあたり、以下の資料を閲覧することができる。 

① 資料名 ：○○業務報告書 

② 閲覧場所：○○支社○○工事事務所○○工事区 

③ 閲覧時期：技術提案書の提出期限の前日まで土曜日、日曜日及び休日を除く毎日、

午前○時から午後○時までのうち、下記⑤により通知された日時とする 

④ 閲覧時間：○時間以内とする（ただし、閲覧希望者が輻輳した場合は閲覧時間を短

縮する場合があるので、下記⑤により早めに申しこむこと） 

⑤ 閲覧方法：閲覧については予約制とし、事前に上記３の担当部署に資料閲覧申込書

（別紙）によりＦＡＸで申し込むこと。別途、申込のあった者に対して閲覧日時及

び閲覧の条件を通知する。 

 

１１ 技術提案書に関するヒアリング 

（１）以下のとおりヒアリングを行う。 

① 実施場所：○○支社○階○○会議室 

② 実施期間：令和○年○月○日（○）から令和○年○月○日（○）まで 

③ ヒアリングの日時は協議の上、決定する。 

④ 出席者 ：技術提案書の内容を説明できる者 

※管理員の同席を認める【管理員の同席を可とする場合】 

（２）ヒアリングでは技術提案書等に記載された以下の事項について質疑応答を行う。 

【技術審査会において設定された項目を適宜以下に記載する。】 



① ・・・ 

（３）ヒアリング時の追加資料は受理しない。 

 

１２ 技術提案書及び見積者を特定するための基準 

  提出された技術提案書について、別表の評価基準により次に掲げる項目に係る技術評

価を行い、最も評価値の高い技術提案書を提出した者を見積者として特定する。 

① 配置予定技術者の資格及び実績等 

② 配置予定技術者の成績及び表彰 

③ 業務実施方針及び手順 

④ 特定テーマに対する技術提案 

 

１３ 特定及び非特定理由に関する事項 

（１）特定された者に対しては、特定された旨を書面により通知する。 

（２）提出した技術提案書が特定されなかった者に対しては、特定されなかった旨とその理

由（非特定理由）を書面（非特定通知書）により通知する。 

（３）上記（２）の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（休日を含ま

ない。）以内に、書面（様式は自由）により非特定理由について説明を求めることがで

きる。 

（４）上記（３）の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して１０日以

内（休日を含む。）に書面により行う。 

（５）非特定理由の説明書請求の受付場所及び受付時間は以下のとおりである。 

① 受付場所：上記３に同じ 

② 受付時間：午前○時から午後○時まで 

 

１４ 見積書の提出の期限、場所及び方法等 

（１）期限：令和○年○月○日（○）午後○○時○○分まで（ただし、郵送による見積書の

提出については、期限までに上記３へ必着させること。） 

（２）場所：上記３に同じ。 

（３）方法：持参又は郵送。 

 

１５ 見積り合せの日時及び場所等 

（１）日時：令和○年○月○日（○）午前○○時○○分 

（２）場所：上記３に同じ。  

（３）見積者又はその代理人が開札に立ち会わない場合においては、契約事務に関係のない

社員を立ち合わせて開札を行う。 

（４）手続開始の公告に示した技術提案書の提出者に要求される資格のない者のした見積、



参加表明書及び技術提案書に虚偽の記載をした者のした見積並びに本説明書及び見積

者に対する指示書において示した条件等見積に関する条件に違反した見積は無効とし、

無効の見積を行った者を落札者としていた場合には落札決定を取り消す。 

（５）技術提案書が最も優れている者（見積者）が契約制限価格の制限の範囲内において見

積をしなかったときは、その者を除く本業務の技術提案者の中から最も優れた技術提

案書を提出した者を選定し、見積者として決定する。 

 

１６ 契約書作成の要否等 

別冊契約書案により、契約書を作成するものとする。 

 

１７ 入札保証金及び契約保証金 

（１）入札保証金 免除。 

（２）契約保証金 免除 

 

１８ 手続における交渉の有無 無。 

 

１９ 支払条件  

前払金 ： 無 

部分払金： 有 

【例： 部分払金：有り 配置予定者資料に基づき乙が作成し甲に提出した内訳明細書

に基づき、月 1回を限度として部分払いを請求できる。】 

 

２０ 再苦情申立て 

８．（２）又は１３．（４）の回答に不服がある者は、同回答を受け取った日から７日

以内（休日を含まない。）に書面（別紙－２ 再苦情申立書）により、契約責任者【事

務所発注の場合は「●●支社長」とする。】に対して再苦情を申し立てることができる。

なお、再苦情申立てに係る審議は入札監視委員会が行う。 

①提出場所：上記３に同じ。 

②その他 ：書面は、持参することにより提出するものとし、郵送又は電送によるものは受

け付けない。 

 

２１ 関連情報を入手するための照会窓口 

上記４に同じ。 

 

２２ その他の留意事項 

（１）手続において使用する言語は日本語、通貨は日本国通貨によるものとする。 



（２）参加表明書及び技術提案書の作成及び提出に関する費用は、提出者の負担とする。 

（３）参加表明書及び技術提案書に虚偽の記載をした場合には、提出された参加表明書及び

技術提案書を無効とするとともに、西日本高速道路株式会社入札参加資格停止等事務処

理要領（平成 17 年要領第 96号）に基づく入札参加資格停止措置を行うことがある。 

（４）落札者の申込みに係る参加表明書及び技術提案書において提示した技術等は契約上

の履行義務として取り扱い、その履行が不適切であると認められる場合には、必要な請

求を行うとともに、その程度に応じて成績評定の減点を行うことがある。 

（５）上記６（１）②に掲げる競争参加資格の認定を受けていない者も参加表明書を提出す

ることができるが、その者が技術提案書の提出者として選定された場合であっても、技

術提案書を提出するためには、技術提案書の提出の時において、当該資格の認定を受け

ていなければならない。 

（６）受領期限までに参加表明書を提出しない者及び技術提案書の提出者に選定された旨

の通知を受けなかった者は、技術提案書を提出できないものとする。 

（７）提出された参加表明書は返却しない。 

（８）特定されなかった場合には、技術提案書を返却する。なお、提出された技術提案書は、

技術提案者の特定以外には提出者に無断で使用しない。なお、特定された技術提案書を

公開する場合には、事前に提出者の同意を得るものとする。 

（９）受領期限以降における参加表明書に記載した配置予定技術者は、原則として変更でき

ない。ただし、病床、死亡、退職等のやむを得ない理由により変更を行う場合には、同

等以上の技術者であるとの発注者の了解を得なければならない。 

（１０）技術提案書の特定後に、提案内容を適切に反映した特記仕様書の作成のために、業

務の具体的な実施方法について内容を確認することがある。 

（１１）当該業務への管理技術者は、令和○○年○月○日【例：平成２９年４月１日（業務

開始日）】から業務に従事できる者とし、要請時点において管理技術者として施工管理

業務へ従事していない者、又は、従事しているものの計画通り○月末時点【例：平成２

８年３月末時点（業務開始日の前月末）】で業務が完了する者とする。なお、施工管理

業務等従事者のうち、管理技術者が当該業務への応募のために履行中業務の変更を求

めることは認めないものとする。 

  



別表 技術提案書の提出者を選定するための評価基準（選定基準）及び技術提案書を特定す

るための評価基準（特定基準） 

 

評価項目 

評価内容 

選定 

基準※

１） 

特定 

基準 

 
判断基準 

評価点 

（点） 

評価点 

（点） 

企 業 の 経

験 及 び 業

務 実 施 能

力 

平成○年度以降の同種

又は類似業務の実績の

内容【件数を評価する

場合はその旨を記述す

る。】 

下記の順位で評価する。 

① NEXCO 西日本の同種業務の実績がある。 

② ①に該当しない同種業務の実績がある。 

③ 類似業務の実績がある。 

なお、③の場合は加点しない。 

１０ １０ 

同種業務の業務成績評定点（業務実績が複数

ある場合は評点の高いもの）を、次のとおり 

①から⑥までの６段階に区分して評価する。

また、類似業務の業務成績（業務実績が複数あ

る場合は評点の高いもの）については、その評

定点が区分されるべき①から⑥までの段階よ

りも１段階低位に評価する。 

① ８５点以上 

② ８５点未満８０点以上 

③ ８０点未満７５点以上 

④ ７５点未満７０点以上 

⑤ ７０点未満６５点以上 

⑥ ６５点未満 

なお、⑥及び実績がない場合は加点しない。 

１０ １０ 

業務実施 

体制 

本社・支店等の支援体

制 

下記の順位で評価する。 

① 他社に比べ支援体制が充実している。 

② ①及び③に該当しない。 

③ 他社に比べ支援体制が劣っている。 

 

１０ １０ 

管理員として若手技術

系社員を配置 

下記の順位で評価する。 

① 配置する。 

② 配置しない。 

なお、②の場合は加点しない。 

 

５ ５ 

配 置 予 定

技 術 者 の

経 験 及 び

業 務 実 施

能力 

管
理
技
術
者 

 

「管理員Ⅱ」以上

の資格の有無 

 

下記の順位で評価する。 

① 管理員Ⅰの資格を有する。 

② 管理員Ⅱの資格を有する。 

③ ①及び②該当しない。 

なお、③の場合は選定しない。 

５ ５ 



平成○年度以降

の同種業務の実

績の内容及び当

該分野従事期間 

同種業務の当該分野従事期間を、次のとおり

①から⑥までの６段階に区分して評価する。 
① １０年以上の実績がある。 
② ７年以上、１０年未満の実績がある。 
③ ５年以上、７年未満の実績がある。 
④ ３年以上、５年未満の実績がある。 
⑤ １年以上、３年未満の実績がある。 
⑥ ①から⑤に該当しない 
なお、⑥の場合は選定しない。 

５ ５ 

平成○年度以降

の業務の経験 

 
 

下記の順位で評価する。 

① 「○○工種の○○段階」に関して経験を有

する 

② 「○○工種の○○段階」に関して経験を有

する 

なお、①及び②に該当しない場合は加点しな

い。 

※１ 

【業務に応じて○を記載する。】 

 

５ ５ 

特定テー

マに係る

技術提案 

 

管理技術者

が全体工事

を把握する

ための取り

組み 

的確性 

① 業務の与条件との整合性が高い場合の 

優位に評価する。  

② 必要なキーワード（着眼点、問題点、解 

決方法等）が網羅されている場合に優 

位に評価する。  

③ 業務の重要度を考慮した提案となって 

いる場合に優位に評価する  

④ 業務の難易度に相応しい提案となって 

いる場合に優位に評価する。 

－ 

 
５０ 

実現性 

① 業務内容に説得力がある場合に優位に 

評価する。  

② 業務内容を裏付ける類似実績などが明 

示されている場合に優位に評価する。  

③ 業務内容によって想定されることが具体 

的に記載されている場合に優位に評価 

する。 

独創性 
① 今まで経験したことがない提案であり、 

有効と思われるものを優位に評価する 

工事等に関

する内業に

おける資料

作成を迅速

に行うため

の取り組み 

的確性 

① 業務の与条件との整合性が高い場合の 

優位に評価する。  

② 必要なキーワード（着眼点、問題点、解 

決方法等）が網羅されている場合に優 

位に評価する。  

③ 業務の重要度を考慮した提案となって 

いる場合に優位に評価する  

④ 業務の難易度に相応しい提案となって 

いる場合に優位に評価する。 

実現性 

① 業務内容に説得力がある場合に優位に 

評価する。  

② 業務内容を裏付ける類似実績などが明 

示されている場合に優位に評価する。  

③ 業務内容によって想定されることが具体 

的に記載されている場合に優位に評価 

する。 

独創性 
① 今まで経験したことがない提案であり、 

有効と思われるものを優位に評価する 



工事等に関

する外業に

おける施工

管理の的確

性・効率性に

むけた取り

組み 

的確性 

① 業務の与条件との整合性が高い場合の 

優位に評価する。  

② 必要なキーワード（着眼点、問題点、解 

決方法等）が網羅されている場合に優 

位に評価する。  

③ 業務の重要度を考慮した提案となって 

いる場合に優位に評価する  

④ 業務の難易度に相応しい提案となって 

いる場合に優位に評価する。 

実現性 

① 業務内容に説得力がある場合に優位に 

評価する。  

② 業務内容を裏付ける類似実績などが明 

示されている場合に優位に評価する。  

③ 業務内容によって想定されることが具体 

的に記載されている場合に優位に評価 

する。 

独創性 
① 今まで経験したことがない提案であり、 

有効と思われるものを優位に評価する 

NEXCO 社員と

管理技術者

とのコミュ

ニケーショ

ン（意思疎

通）の提案 

的確性 

① 業務の与条件との整合性が高い場合の 

優位に評価する。  

② 必要なキーワード（着眼点、問題点、解 

決方法等）が網羅されている場合に優 

位に評価する。  

③ 業務の重要度を考慮した提案となって 

いる場合に優位に評価する  

④ 業務の難易度に相応しい提案となって 

いる場合に優位に評価する。 

実現性 

① 業務内容に説得力がある場合に優位に 

評価する。  

② 業務内容を裏付ける類似実績などが明 

示されている場合に優位に評価する。  

③ 業務内容によって想定されることが具体 

的に記載されている場合に優位に評価 

する。 

独創性 
① 今まで経験したことがない提案であり、 

有効と思われるものを優位に評価する 

情報セキュ

リティーに

関する提案 

的確性 

① 業務の与条件との整合性が高い場合の 

優位に評価する。  

② 必要なキーワード（着眼点、問題点、解 

決方法等）が網羅されている場合に優 

位に評価する。  

③ 業務の重要度を考慮した提案となって 

いる場合に優位に評価する  

④ 業務の難易度に相応しい提案となって 

いる場合に優位に評価する。 

実現性 

① 業務内容に説得力がある場合に優位に 

評価する。  

② 業務内容を裏付ける類似実績などが明 

示されている場合に優位に評価する。  

③ 業務内容によって想定されることが具体 

的に記載されている場合に優位に評価 

する。 

独創性 
① 今まで経験したことがない提案であり、 

有効と思われるものを優位に評価する 



【注：本表の配点は一例である。別に定めるところに従い、適切な配点を記入すること。】 
※１ 管理技術者が受注した下記に示される「同種業務」の業務段階の実績について、各々

の業務段階ごとに概ね半年以上の業務経験を有するものとする。なお、現在契約中の業務

は実績として記載できない。 

評価する工種 業務段階 備 考 

一般土工 

トンネル 

橋梁下部工 

舗装 

橋梁上部工 

協議段階 詳細設計前の設計協議や行政協議の段階 

設計段階 土工・橋梁下部工・トンネル・舗装の詳細設計、橋梁上部工の基本

設計の段階 

発注段階 施工計画、積算段階で、施工計画のための協議等も含む 

工事段階 工事着工の協議から工事の品質・工程管理等の監督業務 

 

 

 



別紙 資料閲覧申込書 

 

資料閲覧申込書 

 

西日本高速道路株式会社●●支社経理課 宛 

 

下記業務の資料閲覧を希望します。なお、申込みに際しては注１及び注２を承諾します。 

 

業 務 名  

閲覧希望日 
①（第一希望）令和  年   月   日 

②（第二希望）令和  年   月   日 

閲覧希望時間 
①（第一希望）   時 から    時 

②（第二希望）   時 から    時 

会 社 名 
●●株式会社 

代表者 ●● ●●  印     

担 当 者 名 ●●支店●●部●●課  ●● ●● 

担当者連絡先 
TEL ●●●（●●●）●●●● ：FAX ●●●（●●●）●●●

● 

注１）閲覧希望者の数により閲覧日時を調整させて頂く場合があります。なお、申込み当日

の閲覧については対応できない場合があります。 

注２）本書式に必要事項を記入して、下記申込み先へＦＡＸにより申し込んで下さい。ただ

し、閲覧当日には本紙を持参のうえ提出して下さい。 

西日本高速道路株式会社●●支社経理課 

TEL ●●●（●●●）●●●● ：FAX ●●●（●●●）●●●● 

  



別紙－２ 再苦情申立書 

 

説 明 請 求 書 
 

 

令和  年 月 日 

 

西日本高速道路株式会社 

●●支社長 ●● ●● 様 

 

提出者）住所              

電話番号            

商号又は名称          

代表者氏名          印

 

令和●年●月●日付けで通知された         について、次のとおり説明

を求めます。 

 

１．業務名 

 

 

２．不服のある事項 

 

 

３．不服の根拠となる事項 

 

 

 

 

 

 


